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和解あっせん手続規則 

 

平成３０年３月２６日改定・施行 

平成３１年２月２８日改定・施行 

 

第１章	 総則	

（趣	 旨）	

第１条		この規則は、一般財団法人ソフトウェア情報センター（以下「センター」という。）の

仲裁、中立評価、単独判定及び和解あっせん事務規程（以下「事務規程」という。）第２２条

の規定に基づき、ソフトウェア紛争解決センター（以下「紛争解決センター」という。）にお

ける和解あっせん手続の実施に関し必要な事項を定める。	

	

（用	 語）	

第２条	 この規則において使用する用語は、特に定めがある場合を除き、センターの定款、組織

規程、事務規程及び裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平成１６年法律第１５１

号）において使用する用語の例による。	

	

（和解あっせん手続の対象）	

第３条	 和解あっせん手続は、次の各号に掲げる紛争を対象とする。	

（１）ソフトウェアの取引（電子計算機（入出力装置を含む。）とともに取引されるものを含

む。）に起因する紛争	

（２）ソフトウェアの知的財産権（知的財産基本法（平成１４年法律第１２２号）第２条第２

項に規定する知的財産権をいう。）に関する紛争	

（３）コンテンツ（映画、音楽、演劇、文芸、写真、漫画、アニメーション、コンピューター

ゲームその他の文字、図形、色彩、音声、動作又は映像に係る情報を電子計算機を介して

提供するためのプログラム（電子計算機に対する指令であって、一の結果を得ることがで

きるように組み合わせたものをいう。）であって、人間の創造的活動により生み出される

もののうち、教養又は娯楽の範囲に属するものをいう。）及びデータベース（著作権法（昭

和４５年法律第４８号）第２条第１項第１０号の３に規定するデータベースをいう。）に

関する紛争	

	

（代理人）	

第４条	 和解あっせん手続の代理人は、弁護士その他法令により和解あっせん手続上の行為を

することができる者又は紛争解決センター長（和解あっせん手続が開始した後にあってはあ

っせん人。次項において同じ。）が紛争の当事者（以下「当事者」という。）の権利利益の保

護及び和解あっせん手続の円滑な進行のために必要かつ相当と認める者でなければならない。	

２	 当事者が代理人を選任したときは、速やかに、その代理権を証明する書面を紛争解決セン
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ター長に提出しなければならない。	

	

（通	 知）	

第５条	 和解あっせん手続に関する通知は、第１１条第２項、第１３条第１項、第１６条（第

１９条第５項、第２０条第８項及び第２１条第５項において準用する場合を含む。）、第２７

条第３項（第２９条第２項において準用する場合を含む。）及び第２８条第４項の規定により

通知の内容を記載した書類を配達証明郵便又はこれに準ずる方法によって送付する場合を除

き、通知すべき内容の性質に応じて、口頭による告知、書面の交付、普通郵便により送付す

る方法その他適切な方法により行うものとする。	

２	 和解あっせん手続に関する通知は、当事者の居所又は当事者が指定した場所（一時的な滞

在場所を含む。）に送付することができる。	

	

（秘密保持義務）	

第６条	 紛争解決センターにおける和解あっせん手続はこれを秘密とし、和解あっせん手続を申

し立てる者（以下、和解あっせん手続を申し立てた者も含め「申立人」という。）、紛争の相

手方（以下「相手方」という。）及びそれらの代理人その他和解あっせんに関係する者は、当

事者間に別段の合意がある場合又は当該和解あっせん事件で成立した和解契約の履行請求等

のための訴訟手続において必要な場合その他正当な理由がある場合を除き、和解あっせん手続

の存在、内容及び結果（和解契約書の記載を含む）その他和解あっせん手続において知った事

実について、これを開示・利用してはならない。	

２		前項の規定は、前項に掲げる者がその立場を失った後も同様とする。	

３	 いずれの当事者も、和解が成立しなかった場合、和解あっせん手続において他方当事者が提

出した主張又は表明した見解及びあっせん人が示した提案を、訴訟手続又は仲裁手続において

証拠として提出することはできない。ただし、他方当事者の承諾がある場合はこの限りではな

い。 
	

（書類の提出等）	

第７条	 和解あっせん手続に関し、申立人が提出する申立書の提出部数は、正本一通に加え、

副本をあっせん人及び相手方の人数分とし、その他の書類等の写しの提出部数は、あっせん

人及び相手方の人数に１を加えた合計数とする。	

	

第２章	 和解あっせん手続の開始等	

	

（和解あっせん手続の申立て）	

第８条	 申立人は、次の各号に掲げる書類を紛争解決センターに提出しなければならない。	

（１）和解あっせん申立書	

（２）申立人が法人であるときは、その代表者の資格を証明する書類	

２		前項の和解あっせん申立書には、次の各号に掲げる事項を記載しなければならない。	
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（１）当事者の氏名又は名称（法人にあっては代表者の氏名を含む。以下同じ。）、住所又は

居所、電話番号、Fax番号及びメールアドレス	

（２）代理人を選任した場合は、その氏名、住所、電話番号、Ｆａｘ番号及びメールアドレス	

（３）和解あっせん申立ての趣旨	

（４）和解あっせん申立ての理由及びこれを根拠付ける資料の名称	

（５）特定の者（候補者名簿に記載されている者に限る。この号において同じ。）をあっせん

人として選任することを希望する場合には、その旨及び特定の者の氏名	

（６）特定の者をあっせん人として選任することについて当事者間の合意がある場合には、そ

の旨、特定の者の氏名、資格又は職業（当事者との関係を含む。）、電話番号、Ｆａｘ番

号及びメールアドレス	

（７）あっせん人の数を１人又は３人のいずれにするかについて希望がある場合には、その旨

及び希望するあっせん人の数	

３	 前項第５号において希望することができるあっせん人の数は１人とする。	

４		申立人は、申立ての理由を根拠付ける資料があるときは、速やかにその資料の写しを紛争解

決センターに提出しなければならない。	

	

（申立ての受理）	

第９条	 紛争解決センター長は、前条第１項各号に規定する書類が提出されたときは、速やかに

その内容を審査し、次の各号に掲げる場合を除き、適式な申立てと認められる場合には、これ

を受理する旨の決定をするものとする。この場合において、紛争解決センター長が決定をする

際に必要があるときは、紛争解決センター運営委員会（以下「運営委員会」という。）に意見

を聴くことができる。	

（１）申立ての目的が公序良俗に反するものである場合	

（２）申立てに係る事案がその性質上和解あっせん手続を行うのに適さないと認める場合	

２	 申立てがこの規則に従っていないものである場合には、紛争解決センター長は、相当の期間

を定め、その期間内に補正すべきことを求めるものとする。ただし、その不備が速やかに補正

することができるものであると認めるときは、当該申立てを受理する旨の決定をした上で、相

当の期間内に補正させることができる。	

３	 申立てがこの規則に違反し、かつ、その不備が補正できないものであるとき又は前項本文の

規定により補正を求めた場合においてその補正がされないときは、当該申立てを受理しない旨

の決定をする。	

	

（和解あっせん手続の開始）	

第１０条	 和解あっせん手続は、和解あっせん手続の申立ての受理の決定をした時に開始する。	

	

（受理の通知等）	

第１１条	 紛争解決センター長が前条の決定をしたときは、紛争解決センターの職員は速やか

にその旨及び決定をした年月日を記載した書面を作成し、申立人に送付しなければならない。	
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２	 紛争解決センター長が申立てを受理しない旨の決定をしたときは、紛争解決センターの職

員は速やかにその旨、理由及び決定をした年月日を記載した書面を作成し、当該書面を申立

人に配達証明郵便又はこれに準ずる方法により送付しなければならない。	

	

（当事者に対する説明）	

第１２条	 紛争解決センターは、申立人に対しては第８条第１項各号に規定する書類を紛争解

決センターに提出する前までに、相手方に対しては次条第１項及び第２項に規定する書面が

相手方に到達した後速やかに、次の各号に掲げる事項が記載された書面を交付し、又は電磁

的記録を提供して、和解あっせん手続について説明するものとする。	

（１）あっせん人の選任に関する事項	

（２）当事者が支払う報酬又は費用に関する事項	

（３）和解あっせん手続の開始から終了までの標準的な一連の流れ	

（４）和解あっせん手続において陳述される意見若しくは提出若しくは提示される資料に含ま

れ、又は調書に記載されている当事者又は第三者の秘密の取り扱い方法	

（５）当事者が和解あっせん手続を終了させるための要件及び方式	

（６）あっせん人が、和解あっせん手続によっては紛争の当事者間に和解成立の見込みがない

と判断したときは、速やかに当該手続を終了して、その旨を当事者に通知すること	

（７）当事者間に和解が成立した場合には和解契約書を作成すること及び和解契約書の作成者、

通数その他当該和解契約書の作成に係る概要	

２	 前項の説明は、紛争解決センターの職員が行うものとする。	

３	 紛争解決センターの職員は、相手方に第１項の説明をする際は、次の各号に掲げる事項に

ついても伝えなければならない。	

（１）申立人が特定の者（候補者名簿に記載されている者に限る。）をあっせん人として選任

することを希望しているときは、その旨及び当該あっせん人の氏名	

（２）特定の者をあっせん人として選任することについて当事者間に合意があると和解あっせ

ん申立書に記載がある場合には、その旨及び当該特定の者の氏名	

（３）あっせん人の数について申立人の希望がある場合には、その旨及びあっせん人の数	

	

（相手方への通知）	

第１３条	 紛争解決センター長が和解あっせん手続の申立てを受理する旨の決定をしたときは、

紛争解決センターの職員は、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した書面を作成し、相手

方に配達証明郵便又はこれに準ずる方法により送付しなければならない。	

（１）申立人の氏名又は名称	

（２）和解あっせん手続の申立ての受理を決定した旨	

（３）相手方が紛争解決センターに対し和解あっせん手続の実施を依頼するかどうかを回答す

る期限	

２	 紛争解決センターの職員は、前項の書面を送付するときは、和解あっせん申立書の写し又

はその概要を記載した書面、次条第１項に規定する回答書の書式を表示した書面及び前条第
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１項各号に掲げる事項を記載した書面も併せて送付しなければならない。	

３	 第１項第３号に規定する期限は、特段の事情があると紛争解決センター長が認める場合を

除き、前２項に規定する書面が相手方に到達した日から１４日とする。	

	

（相手方の依頼）	

第１４条	 相手方が和解あっせん手続の依頼をするときは、次の各号に掲げる事項を記載した回

答書を紛争解決センターに提出しなければならない。	

（１）和解あっせん手続を依頼する旨	

（２）相手方の氏名又は名称、住所、電話番号、Ｆａｘ番号及びメールアドレス	

（３）代理人を選任した場合は、その氏名、住所、電話番号、Ｆａｘ番号及びメールアドレス	

（４）特定の者（候補者名簿に記載されている者に限る。この号において同じ。）をあっせん

人として選任することを希望する場合には、その旨及び希望する特定の者の氏名	

（５）特定の者をあっせん人として選任することについて当事者間に合意があるとして申立人

から和解あっせんの申立てがあった場合には、当該合意の有無及び合意した特定の者の氏

名	

（６）あっせん人の数について申立人から希望があった場合には、申立人の希望したあっせん

人の数への同意の有無	

２	 前項第５号において希望することができるあっせん人の数は１人とする。	

３	 相手方が法人である場合には、前項の回答書とともに、代表者の資格を証明する書類を紛争

解決センター提出しなければならない。	

４	 紛争解決センター長は、相手方が和解あっせん手続の依頼をしないことを明らかにしたとき

又は前条第１項第３号に規定する期限までに回答がないときは、和解あっせん手続の終了を決

定しなければならない。この場合において、紛争解決センターの職員は、和解あっせん手続の

終了を決定した旨、その理由及び決定の年月日を記載した書面を作成し、当該書面を申立人に

配達証明郵便又はこれに準ずる方法で送付しなければならない。	

 
第３章	 あっせん人の選任	

	

（あっせん人の選任）	

第１５条	 紛争解決センター長は、前条第１項の回答書が提出されたときは、次項から第５項ま

でに定めるところにより、速やかにあっせん人を選任しなければならない。	

２	 当事者が特定の者（候補者名簿に記載されている者に限る。）をあっせん人として選任する

ことを希望しない場合は、候補者名簿に記載されている者（弁護士に限る。）のうちから、第

１９条第１項のいずれにも該当しない者であって当該事案を担当するのに適任と考えられる

１人をあっせん人として選任する。ただし、当事者が希望するあっせん人の数が３人のとき又

は紛争解決センター長が相当と認めるときは、運営委員会の意見を聴いて弁護士である者を１

人以上含む３人のあっせん人を選任することができる。	

３	 当事者が特定の者（候補者名簿に記載されている者に限る。この項において同じ。）をあっ
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せん人として選任することを希望する場合には、当該特定の者が第１９条第１項のいずれにも

該当しない限り、その希望を尊重し、次の各号に定めるところによりあっせん人として選任す

る。	

（１）当事者が希望したあっせん人がそれぞれ異なる者であるときは、当事者が希望するあっ

せん人の数にかかわらず、あっせん人の数は３人とし、当事者が希望したあっせん人のほ

かに、候補者名簿に記載されている者のうちから、その余の１人を選任する。この場合に

おいて、当事者が希望したあっせん人が弁護士でないときは、その余の１人は弁護士であ

る者を選任しなければならない。	

（２）当事者の双方が希望したあっせん人が同一の者である場合であって、当事者の双方が希

望するあっせん人の数が１人の場合は、あっせん人の数は１人とし、当事者の双方が希望

したあっせん人が弁護士である者である場合に限りその者をあっせん人として選任する

ものとする。この場合において、当事者の双方が希望したあっせん人が弁護士でない場合

は、前項の規定によりあっせん人を選任する。	

（３）当事者の双方が希望したあっせん人が同一の者である場合であって、当事者の双方が希

望するあっせん人の数が３人の場合又はあっせん人の数について希望がない場合は、あっ

せん人の数は３人とし、当事者の双方が希望するあっせん人のほかに、候補者名簿に記載

されている者のうちから、その余の２人を選任する。この場合において、当事者の双方が

希望したあっせん人が弁護士である者ではないときは、弁護士である者を１人以上選任し

なければならない。	

（４）当事者の双方が希望したあっせん人が同一の者である場合であって、当事者の双方が希

望するあっせん人の数がそれぞれ異なるときは、運営委員会の意見を聴いて、選任するあ

っせん人の数を決定するものとし、前２号に定めるところによりあっせん人を選任する。	

４	 特定の者をあっせん人として選任することについて当事者間の合意がある場合には、当該特

定の者について第１９条第１項のいずれにも該当しない場合であって運営委員会が和解あっ

せん手続を実施するのに必要な知識及び能力を有していると認めた場合に限り、その合意を尊

重し、次の各号に定めるところによりあっせん人を選任するものとする。ただし、当事者間で

合意したあっせん人の数が３人以上いるときは、第２項の規定によりあっせん人を選任しなけ

ればならない。	

（１）当事者間で合意した特定の者のうちに弁護士である者がいる場合には、当該特定の者の

ほか、候補者名簿に記載さている者のうちから、２人（当事者間で合意したあっせん人の

数が２人のときは１人）をあっせん人として選任する。	

（２）当事者間で合意した特定の者のうちに弁護士である者がいない場合には、当該特定の者

のほか、候補者名簿に記載されている者のうちから、弁護士である者１人以上を含む２人

（当事者間で合意したあっせん人の数が２人のときは弁護士である者１人）をあっせん人

として選任する。	

５	 前２項の規定によりあっせん人を選任することができない場合は、第２項の規定によりあっ

せん人を選任する。	
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（あっせん人の氏名の通知）	

第１６条	 紛争解決センター長は、前条の規定によりあっせん人を選任したときは、速やかに当

該あっせん人の氏名を記載した書面を作成し、当事者に配達証明郵便又はこれに準ずる方法に

より送付しなければならない。	

	

（あっせん合議体）	

第１７条	 ３人のあっせん人が選任されたときは、合議体（以下「あっせん合議体」という。）

を組織する。	

２	 あっせん合議体に長を置く。	

３	 あっせん合議体の長は、あっせん人の互選により選任する。ただし、当事者の希望又は合意

を尊重して選任されたあっせん人は、長となることができない。	

４	 あっせん合議体の議事は、合議により決する。ただし、法律問題に関しては、弁護士である

あっせん人の合議により決する。	

５	 あっせん合議体の長は、和解あっせん手続の期日及び準備期日を指揮する。	

	

（あっせん人の責務）	

第１８条	 あっせん人は、この規則その他の和解あっせん手続に関する定めに従い、独立して事

案の究明に努め、一方当事者の立場に偏することなく、公正かつ迅速に和解あっせん手続を進

めなければならない。	

２	 あっせん人は、紛争解決センター長及び当事者に対し、自己の公正性又は中立性に疑いを生

じさせるおそれのある事実（既に開示したものを除く。）の全部を遅滞なく開示しなければな

らない。	

	

（あっせん人の除斥）	

第１９条	 紛争解決センター長は、次の各号のいずれかに該当する者をあっせん人に選任しては

ならない。	

（１）あっせん人として選任される者（以下この項において「あっせん人予定者」という。）

又はその配偶者若しくは配偶者であった者が、当事者であるとき、又は和解あっせん手続

の申立てがあった案件（以下この項において「案件」という。）について共同権利者、共

同義務者若しくは償還義務者の関係にあるとき。	

（２）あっせん人予定者が当事者の四親等内の血族、三親等内の姻族若しくは同居の親族であ

るとき、又はあったとき。	

（３）あっせん人予定者が当事者の後見人、保佐人、保佐監督人、補助人又は補助監督人であ

るとき。	

（４）あっせん人予定者が案件について証人又は鑑定人となったとき。	

（５）あっせん人予定者が案件について当事者の代理人又は補佐人であるとき、又はあったと

き。	
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（６）あっせん人予定者が案件について仲裁判断に関与したとき。	

２	 紛争解決センターの職員は、紛争解決センター長があっせん人として選任しようとする者に

対して、あらかじめ、前項各号のいずれにも該当しないことについて、書面の提出その他の方

法により確認しなければならない。	

３	 紛争解決センター長は、あっせん人が第１項各号のいずれかに該当することとなったときは、

当該あっせん人を解任しなければならない。	

４	 紛争解決センター長は、前項の規定によりあっせん人を解任したときは、速やかに第１５条

第２項本則の規定に従い、後任のあっせん人を選任しなければならない。	

５	 第１６条の規定は、前項の規定により紛争解決センター長が後任のあっせん人を選任した場

合について準用する。	

	

（あっせん人の忌避）	

第２０条	 あっせん人について和解あっせん手続の公正な実施を妨げるおそれがある事由があ

るときは、当事者は当該あっせん人を忌避する申立てをすることができる。	

２	 特定の者（候補者名簿に記載されていない者に限る。）をあっせん人として選任することに

合意し、当該特定の者があっせん人に選任された場合にあっては、当事者は、あっせん人選任

後に知った事由を忌避の原因とする場合に限り、当該あっせん人の忌避を申し立てることがで

きる。	

３	 忌避の申立ては、第１６条（前条第５項、この条第８項及び次条第５項において準用する場

合を含む。）に規定する書面を受領した日又は第１項に規定する事由のあることを知った日か

ら１５日以内に、次の各号に掲げる事項を記載した書面を紛争解決センターに提出してしなけ

ればならない。	

（１）忌避を申し立てる者の氏名	

（２）忌避の対象となるあっせん人の氏名	

（３）忌避を申し立てる理由	

４	 紛争解決センターの職員は、忌避の申立てがあったときは速やかにその旨を当事者（忌避を

申し立てた者を除く。）及びあっせん人に通知しなければならない。	

５	 紛争解決センター長は、忌避の申立てがあったときは、忌避の当否について、速やかに運営

委員会の審議に付さなければならない。	

６	 紛争解決センター運営委員会の審議の結果が忌避の申立てに理由があるとするものである

ときは、紛争解決センター長は、直ちに当該あっせん人を解任しなければならない。この場合

において、紛争解決センターの職員は、当事者及びあっせん人に忌避の申立てに理由があるこ

と及び紛争解決センター長があっせん人を解任したことを通知しなければならない。	

７	 紛争解決センター運営委員会の審議の結果が忌避の申立てに理由がないとするものである

ときは、紛争解決センターの職員は、速やかにその旨を当事者及びあっせん人に通知しなけれ

ばならない。	

８	 第１６条及び前条第４項の規定は、第６項の規定によりあっせん人を解任した場合について

準用する。	



（和解あっせん手続規則） 
 

あっせん-9 
 

	

（あっせん人の辞任等）	

第２１条	 あっせん人は、正当な理由があるときは、辞任の申出をすることができる。	

２	 紛争解決センター長は、前項の申出があったときは、運営委員会の意見を聴いて、当該申出

を承認するものとする。	

３	 紛争解決センター長は、当事者が合意により、あっせん人の解任の申出をしたときは、当該

あっせん人を解任しなければならない。	

４	 紛争解決センター長は、あっせん人が和解あっせん手続の公正な実施を妨げるおそれがある

と判断したときは、運営委員会の意見を聴いて当該あっせん人を解任することができる。この

場合において、紛争解決センター長は、あらかじめ、当該あっせん人に弁明の機会を与えなけ

ればならない。	

５	 第１６条及び第１９条第４項の規定は、第１項の規定によりあっせん人の辞任の申出を承認

した場合及び前２項の規定によりあっせん人を解任した場合について準用する。	

	

（あっせん人補助者）	

第２２条	 あっせん人（あっせん合議体のときはその長。以下この条おいて同じ。）は、事案の

迅速かつ円滑な解決に必要と認めるときはあっせん人補助者の選任を紛争解決センター長に

請求することができる。	

２	 紛争解決センター長は、前項の請求があったときは、特別の事情がある場合を除き、あっせ

ん人補助者候補者のうちから、適任と考えられる者１人をあっせん人補助者として選任しなけ

ればならない。この場合において、あっせん人から２人以上のあっせん人補助者を選任するよ

う請求があるときは、運営委員会の意見を聴いて２人以上のあっせん人補助者を選任すること

ができる。	

３	 あっせん人補助者は、あっせん人の指示に従い、次の各号に掲げる事務を担当する。	

（１）和解あっせん手続の期日及び準備期日の立ち会い	

（２）和解あっせん手続についてあっせん人から求められた事項についての調査	

（３）和解あっせん手続についてあっせん人から求められた事項についての意見の提出	

（４）前３号に掲げるもののほか、あっせん人から指示された事務	

	

第４章	 和解あっせん手続	

	

（和解あっせん手続の期日等）	

第２３条	 第１回の和解あっせん手続の期日は、紛争解決センターの職員があっせん人及び当事

者の日程を調整して決定する。	

２	 第２回以降の和解あっせん手続の期日は、あっせん人（あっせん合議体のときはその長。以

下この条において同じ。）が当事者の日程を調整して決定する。	

３	 和解あっせん手続の期日を開催する場所は、原則として、紛争解決センター長が指定した場

所とする。ただし、あっせん人が現場検証の必要があると認める場合又は和解あっせん手続の
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円滑な進行のため必要があると認める場合は、あっせん人が相当と認める場所において和解あ

っせん手続の期日を開催することを妨げない。	

４	 紛争解決センターの職員は、和解あっせん手続の期日の日時及び場所について、特別の事情

がある場合を除き、当該期日の７日前までに、当事者に通知しなければならない。	

	

（準備手続）	

第２４条	 あっせん人（あっせん合議体のときはその長。以下この条、次条、第２６条及び第２

８条第３項において同じ。）は、相手方に対して、第１回の和解あっせん手続の期日を開催す

る前までに、次の各号に掲げる事項を記載した答弁書の提出を求めることができる。	

（１）申立ての趣旨に対する答弁	

（２）答弁の理由及びその理由を根拠付ける資料の名称	

２	 相手方は、答弁の理由を根拠付ける資料があるときは、その資料の写しを前項の答弁書とと

もに、あっせん人に提出しなければならない。	

３	 あっせん人は、和解あっせん手続の期日外において、申立てに係る紛争の事実関係を明瞭に

するために必要があると認めるときは、当事者に対し、主張の整理及び補充並びに資料の提出

を求めることができる。	

４	 あっせん人は、第１項及び第３項の準備のために必要と認めるときは、準備期日を開催する

ことができる。	

５	 前項の準備期日は、あっせん人（あっせん合議体のときはその長から指名されたあっせん人）

が行うものとする。	

	

（利害関係人）	

第２５条	 あっせん人は、相当と認めるときは、和解あっせん手続の結果に利害関係を有する者

（第２項及び第３０条第２項において「利害関係人」という。）を和解あっせん手続の期日に

参加させることができる。	

２	 利害関係人は、あっせん人の許可を得て、申立てに係る紛争又は自己の利害関係に関する主

張及び資料の提出若しくは提示をすることができる。	

	

（和解あっせん手続の進行）	

第２６条	 和解あっせん手続の期日は、当事者の双方が出席しなければ開催することができない。

ただし、次の各号に掲げる場合であって、あっせん人が当事者間の衡平を害しないと認めると

きは、当該各号に掲げる一方の当事者が欠席した状態で期日を開催することができる。	

（１）一方の当事者が和解あっせん手続の期日に出席すると回答したにもかかわらず、無断で

当該期日に欠席したとき。	

（２）一方の当事者が、あらかじめ、他方の当事者のみが出席した状態で和解あっせん手続の

期日を開催することについて同意したとき。	

２	 前項ただし書の規定により一方の当事者が欠席した状態で和解あっせん手続の期日を開催

したときは、あっせん人は、次回の和解あっせん手続の期日（当該一方の当事者が出席したも
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のに限る。）において、当該一方の当事者に対し、当該一方の当事者が欠席した状態で開催さ

れた期日の概要を告げなければならない。	

３	 あっせん人は、必要と認めるときは、和解あっせん手続の期日において、当事者双方の同意

を得て、一方の当事者を離席させた状態で、他方の当事者の主張及び意見を聴き、次いで、他

方の当事者を離席させた状態で、一方の当事者の主張及び意見を聴くことができる。	

４	 あっせん人は、和解あっせん手続の期日において証拠を取り調べ、及び当事者の申立て又は

職権により証人、鑑定人等に任意に出頭を求めてその訊問を行い、並びにその他の調査を行う

ことができる。	

５	 あっせん人は、和解あっせん手続の期日において当事者の要請がある場合又は必要と認める

場合には和解案を提示することができる。	

６	 申立人は、相手方の承諾を得て、あっせん人（あっせん人が選任される前又は期日外におい

ては紛争解決センター長）に申立ての変更を申し出ることができる。	

	

第５章	 和解あっせん手続の終了	

	

（和解あっせん手続の終了）	

第２７条	 和解あっせん手続は、第１４条第４項、次条第５項及び第２９条第１項の規定による

場合を除き、次の各号に掲げる事由により終了する。	

（１）紛争解決の目的が公序良俗に反するとき。	

（２）当事者の一方又は双方があっせん人（あっせん合議体のときはその長）の指揮に従わな

いため、和解あっせん手続の実施が困難であるとき。	

（３）事案がその性質上和解あっせん手続を継続するのに適さないとき。	

２	 紛争解決センター長は、あっせん人が前項各号に掲げる事由があると判断したときは、直ち

に和解あっせん手続を終了する旨の決定をしなければならない。	

３	 紛争解決センターの職員は、紛争解決センター長が前項の決定をしたときは、速やかに当該

決定をした旨、その年月日及び終了の事由を記載した書面を作成し、当事者に配達証明郵便又

はこれに準ずる方法により送付しなければならない。	

	

（和解の成立）	

第２８条		当事者間に和解の合意が成立したときは、当事者双方は和解契約書を作成し、あっせ

ん人は和解契約成立の証人として、これに署名捺印する。	

２	 あっせん人は、前項の和解契約書として用いるため、和解の成立の年月日、その内容及び当

事者がセンターに支払う費用の負担割合を記載した書面をあらかじめ作成し、その内容につい

て当事者の同意を得るものとする。	

３	 和解契約書は、当事者の数に、あっせん人及び紛争解決センター分の２通を加えて作成し、

それぞれが各１通を保管するものとする。	

４	 和解契約書は、あっせん人が当事者に対し、直接手交し、又は配達証明郵便若しくはこれに

準ずる方法で送付する方法により交付しなければならない。	
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５	 和解あっせん手続は、当事者が和解契約書の交付を受けた時に終了する。	

	

（その他の終了）	

第２９条		紛争解決センター長は、次の各号のいずれかに該当するときは、和解あっせん手続

の終了の決定をしなければならない。	

（１）一方の当事者が期日において、あっせん人（期日外においては紛争解決センター長）に

対し、和解あっせん手続の終了を要請し、あっせん人が他方の当事者と再度調整を行った

結果、和解あっせん手続によっては和解が成立する見込みがないと判断したとき。この場

合において、紛争解決センター長は、一方の当事者に対し、手続の終了を要請する旨及び

その理由を記載した書面の提出を求めることができる。	

（２）双方の当事者が期日において、あっせん人（期日外においては紛争解決センター長）に

対し、和解あっせん手続を終了することについての合意を表明したとき。この場合におい

て、紛争解決センター長は、当事者に対し、和解あっせん手続を終了することの合意を証

する書面の提出を求めることができる。	

（３）一方の当事者が、正当な理由なく３回以上又は連続して２回以上あっせん期日に欠席し

た場合であって、あっせん人が和解あっせん手続によっては和解が成立する見込みがない

と判断したとき。	

（４）現時点で直ちに和解が成立する見込みがなく、当事者にとって和解あっせん手続を継続

することが、和解の成立により獲得されることが期待される利益を上回る不利益を与える

蓋然性があるとあっせん人が判断したとき。	

（５）前各号に掲げるもののほか、あっせん人が和解が成立する見込みがないと判断したとき。	

２	 第２７条第３項の規定は、前項の規定により紛争解決センター長が和解あっせん手続の終

了を決定した場合について準用する。	

	

第６章	 和解あっせん手続の記録	

	

（調		書）	

第３０条		あっせん人は、和解あっせん手続の期日又は準備期日が終了するごとに、期日の種類、

日時、場所、出頭者の氏名並びに審尋及び証拠調べの概要を記載した期日調書を作成し、署名

捺印しなければならない。	

２	 当事者及び利害関係人の陳述を録音又は録画したときは、事件終了後２年間当該記録媒体を

保存する。 
	

（手続実施記録の作成及び保存）	

第３１条	 紛争解決センターは、和解あっせん手続に関し、次に掲げる事項を記載した手続実

施記録を作成し、当該手続が終了した日から１０年間保存しなければならない。	

（１）当事者との間で和解あっせん手続を実施する契約を締結した年月日	

（２）当事者及びその代理人の氏名又は名称	
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（３）和解あっせん手続において請求がされた年月日及び当該請求の内容	

（４）あっせん人の氏名	

（５）和解あっせん手続の実施の経緯	

（６）和解あっせん手続の結果（和解あっせん手続の終了の理由及び年月日を含む。）	

２	 当事者及び利害関係人から提出された資料、第２８条第３項の和解契約書及び前条の期日

調書は、前項の手続実施記録の一部として保管する。	

３	 手続実施記録（前項の規定により手続実施記録の一部としたものを含む。以下同じ。）は、

事務規程第１３条第３項の規定により公開する場合を除き、秘密とする。	

４	 手続実施記録の管理責任者は、紛争解決センター長とする。 
５	 紛争解決センター長は、手続実施記録に含まれる紛争の当事者及び第三者の秘密を保持す

るため、書面にあってはセンターの事務所内に設置する保管庫（施錠のできるものに限る。）

に保管し、及び電磁的記録にあってはパスワードの設定その他の不正なアクセスを防止する

ための措置を講じるものとする。この場合において、保管庫の鍵及び電磁的記録のパスワー

ドは、いずれも紛争解決センター長が管理するものとする。 
６	 手続実施記録を閲覧しようとする者は、その目的を明らかにして、紛争解決センター長の

許可を得なければ、手続実施記録を閲覧することができない。 
７	 保存期間を経過した手続実施記録は、紛争解決センター長の指揮監督を受けて、紛争解決

センターの職員が廃棄する。この場合において、紛争解決センターの職員は、書面にあって

はその記載事項が判読できないように裁断し、及び電磁的記録にあっては無効情報を上書き

する等の方法により記録された情報が復元できない措置を講じ、当該記録を完全に消去する

方法により廃棄しなければならない。 
	

第７章	 雑	 則	

	

（苦情への対応）	

第３２条	 和解あっせん手続に関して苦情がある者は、当該苦情の内容を記載した書面（以下

「苦情申立書」という。）を紛争解決センターに提出する方法により苦情の申し出をすること

ができる。	

２	 紛争解決センター長は、苦情申立書が提出されたときは、当該苦情について運営委員会の

意見を聴いて適切な措置を講じなければならない。	

３	 紛争解決センター長は、苦情を申し立てた者に、前項の規定により講じた措置及びその結

果について書面の送付その他適当な方法により通知するものとする。	

	

（証明）	

第３３条	 当事者（当事者であった者を含む。以下この条において同じ。）は、訴訟手続又は仲

裁手続において提出する必要があるなどの相当な理由があるときは、和解あっせん手続が行わ

れていること又は行われたこと、成立した和解の存否、和解契約書の真正その他の事項につい

て、紛争解決センターにその証明を求めることができる。	
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２	 当事者が紛争解決センターに前項の証明を求めるには、次の各号に掲げる事項を記載した書

面を提出しなければならない。	

（１）証明を求める者の氏名又は名称、住所又は居所及び連絡先	

（２）証明を求める範囲	

（３）証明を求める理由	

３	 紛争解決センター長は、前項に規定する書面が提出されたときは、証明を求める理由が相当

であると判断した場合に限り、当事者が求める事項について、証明をすることができる。	

４	 紛争解決センター長は、前項の判断をする際に、運営委員会に意見を聴くことができる。	

	

（使用言語等）	

第３４条	 和解あっせん手続は原則として日本語で行う。ただし、あっせん人（あっせん合議体

のときはその長。以下この条において同じ。）が適当と認めたときは、この限りではない。	

２		あっせん人は、当事者が提出した書面が外国語によって作成されている場合には、その内容

について訳文を添付するよう求めることができる。	

３	 あっせん人は、必要と認めるときには、当事者の意見を聴いて、翻訳又は通訳をする者を委

嘱することができる。	

	

	

附	 則	

	 この規則は、平成２０年４月１日から適用する。	

附	 則	

	 この規則は、一般財団法人設立の登記の日（平成２３年４月１日）から適用する。 
附	 則 

	 この規則は、法務大臣による変更の認証を受けた日（平成３０年３月２６日）から適用する。 

附	 則 

	 この規則は、平成３１年２月２８日から適用する。 

 


